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３　施策の推進状況

被害者の要望に添って、カウンセリング
や付添い等直接支援を行う。
（警察本部臨床心理士によるカウンセリ
ング等実施状況）
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施策の指標 指　標 H２７ H２８ H２９ H３０

施策の指標

被害者の要望に添って、病院への付添、
相談への対応等の支援を行う。
（警察署等の被害者支援員運用状況）
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１次評価

指　標 H２７

実　績

目　標

警務課

　平成17年、犯罪被害者等基本法が施行され、国、地方公共団体、関係機関等が連携して、犯罪被害者等のための施策を総合的かつ計画的に
推進し、犯罪被害者等の権利利益の保護が図られる社会の実現を目指すこととされた。また、本県では、平成25年４月、犯罪被害者等を支え
る地域社会の形成を目的に「秋田県犯罪被害者等支援条例」が施行された。
　犯罪被害者等にとって最も身近な機関である警察としては、犯罪被害者等の視点に立った各種警察活動を積極的に推進し、犯罪被害者等の
精神的・経済的負担の軽減・回復を図るとともに、犯罪被害者等の現状や心情等への理解を深める取組を推進し周知を図るほか、地域社会全
体で犯罪被害者等を支える気運の醸成に努めることを目的とする。
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１　平成30年度中の公費負担制度の運用状況は、診断書料47件、初診料56件、検査料５件、緊急避妊費用３件、遺体搬送費
　用95件、一時保護施設借上費用11件等であり、犯罪被害者等の要望に応え、経済的負担の軽減を図ったほか、警察本部の
　臨床心理士によるカウンセリング（267回）、警察署等の被害者支援員による支援（331回）により、犯罪被害者等の精神
　的被害の軽減・回復に努めた。
２　犯罪被害者遺族による「命の大切さ学習教室」（県内の小・中学校及び高等学校（８校））を開催し、児童・生徒に命
　の大切さ等の理解を深めてもらうとともに、犯罪被害者等への配慮や協力する意識など規範意識の向上を図った。
３　県内の大学生17人を「犯罪被害者支援大学生ボランティア」として登録し、各種街頭キャンペーン活動を展開したほか
　犯罪被害者等との意見交換を含む研修会を開催し、犯罪被害者等の実情や支援の必要性等への理解と浸透、更には将来を
　担う若者に対する社会全体で犯罪被害者等を支えるための気運の醸成を図った。
４　県等との協働により犯罪被害者週間「県民のつどい」を開催するとともに、「犯罪被害を考える日」、「世界道路交通
　犠牲者の日」などのセレモニーに合わせた街頭キャンペーンを行い、県民に対する犯罪被害者支援の必要性等への理解・
　浸透に努め、犯罪被害者等を支える地域社会の形成の促進を図った。
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Ⅲ　施策を取り巻く治安情勢

Ⅳ　施策の評価（各観点）

（１）必要性

　Ａ：「高い」、Ｂ：「普通」、Ｃ：「低い」

（２）有効性

　Ａ：「高い」、Ｂ：「普通」、Ｃ：「低い」

（３）緊急性

　Ａ：「高い」、Ｂ：「普通」、Ｃ：「低い」

Ⅴ　総合評価

施策の幹事部長による評価

Ⅵ　評価の反映状況

Ⅶ　政策評価委員会の意見 （政策評価委員会に諮問する施策のみ記載）

　平成30年中の臨床心理士によるカウンセリングや付添い支援等は267回、被害者支援員による付添い支援や相談
対応等の支援は331回であり、全ての要望に対応している。また、公費負担等各種制度においては、事案に応じて
適切に対応するなど、犯罪被害者等の精神的・経済的負担の軽減を図った。さらに、県及び(公社)秋田被害者支援
センターとの共催による「犯罪被害を考える・生命のメッセージ展」や「犯罪被害者週間県民のつどい」、犯罪被
害者等による「命の大切さ学習教室」、更には将来を担う大学生による犯罪被害者支援に関するボランティア活動
等を通じ、犯罪被害者等の現状や心情への県民の理解を深めるなど、効果的な支援活動を展開した。

Ａ

　平成17年、犯罪被害者等の視点に立った施策の推進及び犯罪被害者等の権利利益の保護が図られる社会の実現の
ための「犯罪被害者等基本法」が施行され、また、本県では、平成25年４月、犯罪被害者等の受けた被害の早期回
復・軽減を図るとともに、犯罪被害者等を支える地域社会の形成を促進することを目的とした「秋田県犯罪被害者
等支援条例」が施行された。犯罪被害者等にとって最も身近な機関である県警察としては、各種施策を計画的に推
進する必要がある。

　

総合評価

「秋田県犯罪被害者等支援条例」が施行され、県全体で犯罪被害者支援施策が推進され
る中において、犯罪被害者等のニーズに応じた支援を適切に推進し、犯罪被害者等の精
神的・経済的負担を軽減するとともに、犯罪被害者等への理解を深める広報啓発活動を
積極的に実施し、地域社会全体で犯罪被害者等を支える気運の醸成を図るなど、犯罪被
害者支援施策の着実な推進が認められる。

総合評価の判定理由

県警察運営の重点目標の設定に反映させるほか、引き続き計画的かつ効果的に施策を推進するための予算要求を行う。

補足説明

Ａ

　犯罪被害者等は、犯罪そのものによる直接的な被害だけではなく、精神的被害や経済的困窮など、被害後に生じ
る様々な問題、いわゆる二次的被害にも苦しめられており、地域において一日も早く再び平穏な生活を過ごせるよ
う、各種支援施策を確実かつ速やかに実行する必要がある。
　また、加害者から再犯による犯罪被害を受けるおそれが大きい被害者に対しては、連絡体制の確立や警戒措置、
一時保護施設借上げ等、早急に再被害防止措置を講ずる必要がある。

評価の結果

補足説明評価の結果

Ａ

補足説明評価の結果

１　平成30年中の県内における刑法犯の認知件数は2,460件と、前年に比べ32件（1.3％）増加したほか、強盗や強制わいせ
　つ等の重要犯罪が増加するなど、厳しい治安情勢にある。また、交通事故の発生件数は1,784件と前年に比べ250件(12.3%)
　減少したものの、死者数が増加したほか、いまだに約2,100人の方が被害に遭うなど、予断を許さない交通情勢にある。
２  平成28年４月、「第３次秋田県犯罪被害者等支援基本計画」が施行され、各種施策の更なる充実を図るとともに、犯罪
　被害者等のための施策を総合的かつ計画的に推進することとされている。

Ａ 「着実に推進」

Ｂ 「改善を図りながら推進」

Ｃ 「見直しが必要」


